
12 障害者虐待の未然防止・早期発見等について 

 

（１）障害者虐待の未然防止・早期発見と身体拘束等の適正化に向けた取組に

ついて【関連資料１～２】 

 

  ① 虐待の防止のための措置の義務化について 

    令和３年度障害福祉サービス等報酬改定において、障害者虐待防止の更

なる推進を図るため、以下の内容を運営基準に盛り込んだところである。 

・ 従業者への研修の実施 

・ 虐待防止のための対策を検討するための委員会の開催、委員会での

検討結果を従業者に周知 

・ 虐待の防止等のための責任者の設置 

    

  ② 身体拘束等の適正化に向けた取組について 

    令和３年度障害福祉サービス等報酬改定において、身体拘束等の適正化

の更なる推進のため、運営基準において施設・事業所が取り組むべき事項

を追加するとともに、減算要件の追加を行っている。 

・ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催 

・ 身体拘束等の適正化のための指針を整備 

・ 身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施 

 

①及び②の内容は令和４年４月から義務化（新要件に基づく身体拘束廃

止未実施減算は令和５年度から適用）されるため、各都道府県におかれて

は、管内の障害者支援施設・事業所に対し、改めて周知されたい。 

    なお、小規模な事業所においても過剰な負担とならず、効果的な取組が

行えるよう、令和３年度に調査研究を実施しているところであり、その結

果については、後日改めてお知らせする予定であるので、施設・事業所に

対する助言や指導の参考にされたい。 

 

また、障害者支援施設において、施錠した居室で長時間・長期間に渡り

利用者が生活していることが常態化していることがあるとの指摘もある

が、こうした対応を含め身体拘束等が漫然と継続することはあってはなら

ないことであり、運営基準に規定した取組を徹底するとともに、職員の人

権意識や支援技術の向上を図ることが重要であることを踏まえつつ、施

設・事業所に対する必要な指導をお願いする。 

 

 

  ③ 障害者虐待防止法に関するＱ＆Ａの改正について【関連資料３】 

    令和３年 12 月 16 日「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しにつ

いて」中間整理において、「障害者支援に専門性を有する職員を活用し、
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市町村が行う立入検査体制等の強化を図るため、障害者虐待防止法第９条

第１項に定める通報又は届出に対する安全の確認及び事実の確認のため

の措置及び同法第 11 条第１項に定める立入調査を基幹相談支援センター

に委託（立入調査は、市町村職員としての身分を有する者に限る）可能な

ことを明確化する必要がある」とされた。 

これを踏まえ、令和３年 12 月 24 日付けで「障害者虐待防止法に関する

Ｑ＆Ａについて」（平成 24 年 11 月 21 日付け厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室事務連絡）を改正し、法第９条

第１項に定める安全確認や事実確認の業務については基幹相談支援セン

ターに委託することが可能であること、法第 11 条に基づく立入検査業務

は公権力の行使として市町村が行うべきものであるため、基幹相談支援セ

ンターが行う場合でも市町村が自ら設置する基幹相談支援センターの職

員が行う必要があること等を明示しているので、各自治体において周知徹

底を図られたい。 

     

 

④ 通報の徹底及び虐待事案における適切な対応について 

    障害者虐待の深刻化、重篤化を防ぐため、通報義務についての周知を更

に徹底するとともに、法第 16 条第４項において、虐待通報を行った職員

等への不利益な取扱い等がなされないことについても周知徹底を図られ

たい。 

    また、報道等で重篤な虐待事案が散見されることから、市町村において

は、事業所に対する適切な事実確認を実施するとともに、都道府県等に

おいては、市町村と連携して適切な権限行使を視野に入れた指導をお願

いしたい。 

     

 

（２）障害者虐待防止対応状況調査について【関連資料４】 

   令和２年度の障害者虐待防止法に基づく対応状況調査結果では、全国的に

は養護者虐待は警察からの通報の増加、施設従事者虐待は管理者等からの通

報の増加を背景に、相談・通報件数は増加の傾向にあるが、虐待判断件数は

横ばいの傾向であった。 

   一方で、各都道府県別に見ると、相談・通報件数に対する①虐待判断件数

の割合、②事実確認調査を実施した割合等に大きなばらつきが見られた。 

   各都道府県におかれては、再度調査結果を確認し、自らの県の状況と全国

の状況を比較し、虐待判断件数や事実確認調査の割合が著しく低い場合は、

その要因を分析し、管内の市町村において適切に虐待判断や事実確認が行わ

れるよう必要な助言等を行うこと。 

   なお、令和３年度の調査結果は現在、集計・分析中であり、結果について

は年度末に公表予定であるが、調査研究において、自治体による事実確認調
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査や虐待判断のばらつきの解消に向け、手引きの作成等を行う予定であるの

で、参考にされたい。 

 

 

（３）令和４年度障害者虐待防止・権利擁護指導者研修について 

令和４年度障害者虐待防止・権利擁護指導者研修については、オンライン

により実施する予定である。正式な決定次第、別途連絡を行うので適任者

を推薦いただく等、ご協力をお願いする。  

 

 

（４）障害者虐待防止対策支援事業について【関連資料５】 

令和４年度の障害者虐待防止対策関係予算については、今年度と同様６．

２億円を確保している。各都道府県におかれては、当該予算を活用し、特に

虐待の防止等のための責任者で都道府県等が開催する虐待防止のための研

修が未受講である者に対し、研修受講を勧奨されたい。 

また、都道府県や市町村で障害者等の虐待の未然防止や早期発見、迅速な

対応、その後の適切な支援を行うため、専門職員の確保や研修、「虐待対応

専門職チーム」の活用促進等を行うとともに、死亡等の重篤事案についての

検証の実施、学校、保育所等、医療機関等の関係職員に研修の受講対象者の

拡大を図ることにより、支援体制の強化を図ることができるよう、積極的な

活用をお願いする。 
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［改正後］
① 従業者への研修実施（義務化）
② 虐待防止のための対策を検討する委員会として虐待防止委員会(注)を設置するとともに、

委員会での検討結果を従業者に周知徹底する（義務化（新規））
③ 虐待の防止等のための責任者の設置（義務化）

(注)虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証や再発防止策の検討等

※ 令和４年度より義務化（令和3年度は努力義務）

○障害者虐待防止の更なる推進のため、運営基準に以下の内容を盛り込んでいる。

※ 小規模な事業所においても過剰な負担とならず、効果的な取組が行えるような取扱いを提示予定。
【主な内容】
①協議会や基幹相談支援センター等が実施する研修に事業所が参加した場合も研修を実施したものとみなす。
②事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可
②委員会には事業所の管理者や虐待防止責任者が参加すればよく、最低人数は設けない

障害者虐待防止の更なる推進
令和３年度報酬改定による改正内容

関連資料１
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身体拘束の廃止に向けて

障害者虐待防止法では、「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は身体的虐待に該当する行為とされている。

身体拘束の廃止は、虐待防止において欠くことのできない取組。

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準」

等において、

• 緊急やむ得ない場合を除き身体を拘束等を行ってはならないと規定している。

• やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な

事項を記録しなければならないと規定している。

やむを得ず身体拘束を行うときの留意点

以下の全てを満たす場合を「緊急やむを得ない場合」という。

① 切迫性

利用者本人又は他の利用者等の生命、身体、権利が危険にさらされる可能性が著しく高いこと。

② 非代替性

身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないこと。

③ 一時性

身体拘束その他の行動制限が一時的であること。

緊急やむを得ない場合

関連資料２
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身体拘束等の適正化

身体拘束等の適正化を図るため、運営基準に身体拘束等の禁止について規定するとともに、一定の要件を満たさない

場合は報酬を減算する取扱いとしている。

原則

利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

を行ってはならない。

具体的な対応

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録

すること。

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

※ 虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り扱う場合には、身体拘束等の適正化に取り組んでいるものとみなす。

※ ②から④の規定は、令和３年４月から努力義務化し、令和４年４月から義務化する。

※ 訪問系サービスについては、①を令和３年４月から義務化する。

運営基準

運営基準の①から④を満たしていない場合に減算する

※ ②から④は令和５年４月から適用。

※ 訪問系サービスは、①から④の全てを令和５年４月から適用。

減算単位数：５単位／日

身体拘束廃止未実施減算
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身体拘束等の適正化（運営基準・減算の施行スケジュール）

身体拘束等の適正化を図るための運営基準及び減算の規定は、令和５年度から完全施行。

運営基準 サービス類型 ～Ｒ２年度 Ｒ３年度～ Ｒ４年度～ Ｒ５年度～

①身体拘束等の記録

・入所、居住系
・通所系

義務

義務

・訪問系

規定なし

②身体拘束等の適正化のた
めの対策を検討する委員
会の開催

・入所、居住系
・通所系

努力義務

・訪問系

③身体拘束等の適正化のた
めの指針を整備

・入所、居住系
・通所系

・訪問系

④身体拘束等の適正化のた
めの定期的な研修を実施

・入所、居住系
・通所系

・訪問系

義務

義務

（※） ：運営基準を満たしていない場合に減算（５単位／日）
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「「障害者虐待防止法に関するＱ＆Ａについて｣の一部改正について｣（抄）
（令和３年1 2月2 4日事務連絡）

問５ 障害者虐待防止法第９条第１項に定める通報・届出に対する安全確認や事実確認の業務及び障害者虐
待防止法第11条第１項に定める立入調査を基幹相談支援センターに委託することは可能か。

（答）
〇 市町村が、障害者虐待防止法第９条第１項に定める養護者による障害者虐待の通報又は届出を受けた障

害者の安全の確認及び通報又は届出に係る事実の確認のための措置について、基幹相談支援センターに委
託することは差し支えない。

ただし、障害者虐待防止法第11条第１項に定める立入調査は、養護者による障害者虐待により生命又は
身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる場合に、公権力の行使として市町村が行うもの
であるため、基幹相談支援センターが行う場合であっても、市町村が自ら設置する基幹相談支援センター
の職員（市町村職員としての身分を有する者に限る。）が行う必要がある。

また、養護者による虐待により生命又は身体に重大な危険が生じている可能性があると考えられる場合
は、事実確認の流れの中で一体的に立入調査を行う可能性があるため、その場合は、障害者虐待防止法第
９条第１項の事実確認についても、立入調査権を持つ市町村（市町村が自ら設置する基幹相談支援セン
ターを含む。）が自ら行う必要がある。

なお、市町村から委託を受けた基幹相談支援センターの職員（市町村職員としての身分を有しない者）
が、市町村が行う立入調査に同行することは差し支えないが、あくまで調査対象者の同意の下に立ち入る
ものであることに留意すること。

また、市町村障害者虐待防止対応協力者に委託することができる業務は、障害者虐待防止法第33条に規
定されているとおりであり、障害者虐待防止法第９条第１項に定める養護者による障害者虐待の通報又は
届出を受けた場合の安全確認や事実確認及び障害者虐待防止法第11条第１項に定める立入調査は含まれて
いない。

事実確認及び立入調査の委託

関連資料３
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データ ①：都道府県別にみた養護者による障害者虐待の相談・通報件数（表1）

②：都道府県別にみた養護者による障害者虐待判断事例件数（表6）

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01

北海道 356 328 281 296 349 1,610 322.0 89 70 78 84 51 372 74.4 25% 21% 28% 28% 15% 23% ☆

青森県 45 29 45 45 27 191 38.2 13 9 10 20 7 59 11.8 29% 31% 22% 44% 26% 31%

岩手県 23 15 16 10 21 85 17.0 11 4 6 2 4 27 5.4 48% 27% 38% 20% 19% 32%

宮城県 70 54 46 90 110 370 74.0 32 25 18 28 53 156 31.2 46% 46% 39% 31% 48% 42%

秋田県 17 20 17 33 21 108 21.6 14 5 11 9 8 47 9.4 82% 25% 65% 27% 38% 44%

山形県 26 26 22 34 21 129 25.8 11 8 9 13 9 50 10.0 42% 31% 41% 38% 43% 39%

福島県 36 64 69 38 59 266 53.2 25 27 29 16 29 126 25.2 69% 42% 42% 42% 49% 47% ※

茨城県 50 60 53 60 68 291 58.2 13 19 16 12 21 81 16.2 26% 32% 30% 20% 31% 28%

栃木県 24 25 34 26 36 145 29.0 13 11 16 11 15 66 13.2 54% 44% 47% 42% 42% 46%

群馬県 57 44 54 65 47 267 53.4 13 9 14 15 12 63 12.6 23% 20% 26% 23% 26% 24% ☆

埼玉県 186 187 179 240 265 1,057 211.4 83 91 69 76 85 404 80.8 45% 49% 39% 32% 32% 38%

千葉県 197 220 282 273 288 1,260 252.0 84 92 133 109 110 528 105.6 43% 42% 47% 40% 38% 42%

東京都 291 308 346 347 349 1,641 328.2 102 101 106 84 117 510 102.0 35% 33% 31% 24% 34% 31%

神奈川県 182 196 165 175 221 939 187.8 83 99 93 100 97 472 94.4 46% 51% 56% 57% 44% 50% ※

新潟県 83 74 100 122 143 522 104.4 31 28 39 38 28 164 32.8 37% 38% 39% 31% 20% 31%

富山県 29 37 36 34 52 188 37.6 9 14 13 8 18 62 12.4 31% 38% 36% 24% 35% 33%

石川県 43 50 41 40 59 233 46.6 13 19 17 13 26 88 17.6 30% 38% 41% 33% 44% 38%

福井県 25 28 25 34 54 166 33.2 11 9 7 14 16 57 11.4 44% 32% 28% 41% 30% 34%

山梨県 34 22 19 22 32 129 25.8 11 9 6 5 11 42 8.4 32% 41% 32% 23% 34% 33%

長野県 56 72 79 90 94 391 78.2 19 21 36 33 44 153 30.6 34% 29% 46% 37% 47% 39%

岐阜県 34 27 29 38 60 188 37.6 7 10 6 12 15 50 10.0 21% 37% 21% 32% 25% 27%

静岡県 79 91 93 107 129 499 99.8 32 29 34 54 55 204 40.8 41% 32% 37% 50% 43% 41%

愛知県 250 303 339 414 452 1,758 351.6 117 113 147 181 119 677 135.4 47% 37% 43% 44% 26% 39%

三重県 74 57 53 63 58 305 61.0 19 22 20 26 23 110 22.0 26% 39% 38% 41% 40% 36%

滋賀県 109 124 146 132 153 664 132.8 48 69 72 71 65 325 65.0 44% 56% 49% 54% 42% 49% ※

京都府 43 53 61 67 82 306 61.2 27 35 40 36 40 178 35.6 63% 66% 66% 54% 49% 58% ※

大阪府 865 908 1,009 1,209 1,241 5,232 1,046.4 257 201 188 166 188 1,000 200.0 30% 22% 19% 14% 15% 19% ☆

兵庫県 197 185 175 233 244 1,034 206.8 52 48 55 83 72 310 62.0 26% 26% 31% 36% 30% 30%

奈良県 29 45 33 35 39 181 36.2 14 16 16 10 13 69 13.8 48% 36% 48% 29% 33% 38%

和歌山県 18 28 31 32 31 140 28.0 10 13 10 10 10 53 10.6 56% 46% 32% 31% 32% 38%

鳥取県 20 22 21 32 30 125 25.0 10 13 6 6 13 48 9.6 50% 59% 29% 19% 43% 38%

島根県 32 26 34 34 25 151 30.2 18 14 12 10 8 62 12.4 56% 54% 35% 29% 32% 41%

岡山県 64 56 47 61 82 310 62.0 28 23 19 12 36 118 23.6 44% 41% 40% 20% 44% 38%

広島県 104 94 94 95 123 510 102.0 30 21 23 26 28 128 25.6 29% 22% 24% 27% 23% 25%

山口県 54 60 31 51 23 219 43.8 18 11 10 20 8 67 13.4 33% 18% 32% 39% 35% 31%

徳島県 36 33 8 20 12 109 21.8 10 9 3 4 3 29 5.8 28% 27% 38% 20% 25% 27%

香川県 35 45 65 79 48 272 54.4 12 18 15 25 13 83 16.6 34% 40% 23% 32% 27% 31%

愛媛県 56 62 46 49 32 245 49.0 28 28 24 17 6 103 20.6 50% 45% 52% 35% 19% 42%

高知県 34 30 22 21 26 133 26.6 7 6 4 8 4 29 5.8 21% 20% 18% 38% 15% 22% ☆

福岡県 164 198 130 156 169 817 163.4 46 51 38 42 42 219 43.8 28% 26% 29% 27% 25% 27%

佐賀県 27 41 21 52 21 162 32.4 8 17 8 9 9 51 10.2 30% 41% 38% 17% 43% 31%

長崎県 33 35 28 35 50 181 36.2 30 27 8 10 25 100 20.0 91% 77% 29% 29% 50% 55% ※

熊本県 53 56 53 35 60 257 51.4 19 24 16 14 15 88 17.6 36% 43% 30% 40% 25% 34%

大分県 44 34 31 45 48 202 40.4 9 5 5 2 4 25 5.0 20% 15% 16% 4% 8% 12% ☆

宮崎県 47 43 35 63 38 226 45.2 18 15 13 20 10 76 15.2 38% 35% 37% 32% 26% 34%

鹿児島県 37 21 31 18 43 150 30.0 13 5 10 7 20 55 11.0 35% 24% 32% 39% 47% 37%

沖縄県 82 70 74 81 123 430 86.0 26 25 29 41 50 171 34.2 32% 36% 39% 51% 41% 40%

合計 4,450 4,606 4,649 5,331 5,758 24,794 4,958.8 1,593 1,538 1,557 1,612 1,655 7,955 1,591.0 36% 33% 33% 30% 29% 32%

上位5位 ※

下位5位 ☆

①相談・通報件数 ②虐待判断事例件数 ②／①

5ヶ年

平均値

凡例

養護者による障害者虐待における
「相談通報件数（表1）」と「虐待判断事例件数（表6）」の経年比較

※参照「令和元年度 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果報告書」p.30

関連資料４
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データ ①：都道府県別にみた障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の相談・通報件数（表24）

②：都道府県別にみた障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の事実が認められた事例の件数（表32）

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年

合計

5ヶ年

平均値
H27 H28 H29 H30 R01

5ヶ年

合計

5ヶ年

平均値
H27 H28 H29 H30 R01

北海道 121 122 128 111 119 601 120.2 12 23 12 20 27 94 18.8 10% 19% 9% 18% 23% 16%

青森県 25 28 24 26 22 125 25.0 5 2 3 10 10 30 6.0 20% 7% 13% 38% 45% 24%

岩手県 17 10 8 10 7 52 10.4 1 0 1 6 0 8 1.6 6% 0% 13% 60% 0% 15%

宮城県 33 23 26 27 70 179 35.8 6 3 5 3 6 23 4.6 18% 13% 19% 11% 9% 13%

秋田県 13 8 4 6 22 53 10.6 1 1 1 0 10 13 2.6 8% 13% 25% 0% 45% 25%

山形県 12 11 7 7 14 51 10.2 2 1 1 3 5 12 2.4 17% 9% 14% 43% 36% 24%

福島県 17 17 15 14 17 80 16.0 3 2 6 5 8 24 4.8 18% 12% 40% 36% 47% 30% ※

茨城県 24 21 34 22 26 127 25.4 2 2 3 0 1 8 1.6 8% 10% 9% 0% 4% 6% ☆

栃木県 21 24 21 20 38 124 24.8 4 6 2 7 15 34 6.8 19% 25% 10% 35% 39% 27% ※

群馬県 45 26 42 49 57 219 43.8 9 7 5 14 12 47 9.4 20% 27% 12% 29% 21% 21%

埼玉県 47 100 127 129 118 521 104.2 14 25 30 30 22 121 24.2 30% 25% 24% 23% 19% 23%

千葉県 83 132 159 161 152 687 137.4 16 30 36 33 34 149 29.8 19% 23% 23% 20% 22% 22%

東京都 221 170 227 271 276 1,165 233.0 26 21 25 45 37 154 30.8 12% 12% 11% 17% 13% 13%

神奈川県 158 103 113 121 133 628 125.6 16 26 32 25 32 131 26.2 10% 25% 28% 21% 24% 21%

新潟県 15 17 16 22 33 103 20.6 3 4 1 4 7 19 3.8 20% 24% 6% 18% 21% 18%

富山県 5 12 18 24 16 75 15.0 2 0 5 4 2 13 2.6 40% 0% 28% 17% 13% 17%

石川県 36 21 39 25 31 152 30.4 3 4 3 5 7 22 4.4 8% 19% 8% 20% 23% 14%

福井県 24 25 21 22 24 116 23.2 7 8 5 5 5 30 6.0 29% 32% 24% 23% 21% 26%

山梨県 23 22 12 17 20 94 18.8 3 2 1 3 2 11 2.2 13% 9% 8% 18% 10% 12% ☆

長野県 32 54 61 59 65 271 54.2 7 6 17 15 7 52 10.4 22% 11% 28% 25% 11% 19%

岐阜県 24 28 33 42 35 162 32.4 1 0 3 4 1 9 1.8 4% 0% 9% 10% 3% 6% ☆

静岡県 27 44 39 46 59 215 43.0 9 12 13 11 8 53 10.6 33% 27% 33% 24% 14% 25%

愛知県 99 105 107 157 153 621 124.2 18 31 32 48 23 152 30.4 18% 30% 30% 31% 15% 24%

三重県 44 40 41 79 70 274 54.8 4 3 12 21 19 59 11.8 9% 8% 29% 27% 27% 22%

滋賀県 69 49 46 59 83 306 61.2 18 5 11 21 16 71 14.2 26% 10% 24% 36% 19% 23%

京都府 34 41 61 61 34 231 46.2 6 10 7 18 5 46 9.2 18% 24% 11% 30% 15% 20%

大阪府 221 240 267 274 309 1,311 262.2 45 53 59 61 76 294 58.8 20% 22% 22% 22% 25% 22%

兵庫県 101 104 113 133 121 572 114.4 11 17 31 40 25 124 24.8 11% 16% 27% 30% 21% 22%

奈良県 21 26 22 34 39 142 28.4 4 1 6 7 10 28 5.6 19% 4% 27% 21% 26% 20%

和歌山県 19 12 6 15 12 64 12.8 3 0 1 4 0 8 1.6 16% 0% 17% 27% 0% 13%

鳥取県 26 18 23 18 32 117 23.4 4 3 4 2 2 15 3.0 15% 17% 17% 11% 6% 13%

島根県 23 8 14 18 18 81 16.2 6 3 4 8 3 24 4.8 26% 38% 29% 44% 17% 30% ※

岡山県 34 28 26 34 30 152 30.4 5 7 5 5 2 24 4.8 15% 25% 19% 15% 7% 16%

広島県 51 50 34 36 39 210 42.0 7 13 8 5 4 37 7.4 14% 26% 24% 14% 10% 18%

山口県 28 33 37 37 27 162 32.4 3 8 4 6 4 25 5.0 11% 24% 11% 16% 15% 15%

徳島県 13 12 21 8 15 69 13.8 0 0 4 2 3 9 1.8 0% 0% 19% 25% 20% 13%

香川県 9 19 34 37 46 145 29.0 5 5 6 6 1 23 4.6 56% 26% 18% 16% 2% 16%

愛媛県 15 9 20 16 16 76 15.2 3 3 5 5 3 19 3.8 20% 33% 25% 31% 19% 25%

高知県 20 33 18 24 10 105 21.0 13 7 5 7 1 33 6.6 65% 21% 28% 29% 10% 31% ※

福岡県 90 78 102 79 98 447 89.4 6 8 14 17 14 59 11.8 7% 10% 14% 22% 14% 13%

佐賀県 26 17 17 21 18 99 19.8 1 2 1 6 2 12 2.4 4% 12% 6% 29% 11% 12% ☆

長崎県 36 29 36 48 45 194 38.8 5 5 8 16 18 52 10.4 14% 17% 22% 33% 40% 27%

熊本県 39 27 41 48 39 194 38.8 7 6 12 12 7 44 8.8 18% 22% 29% 25% 18% 23%

大分県 40 39 26 38 27 170 34.0 2 5 1 5 3 16 3.2 5% 13% 4% 13% 11% 9% ☆

宮崎県 26 23 25 41 50 165 33.0 5 10 5 6 27 53 10.6 19% 43% 20% 15% 54% 32% ※

鹿児島県 32 34 26 31 31 154 30.8 4 5 6 4 7 26 5.2 13% 15% 23% 13% 23% 17%

沖縄県 21 23 37 28 45 154 30.8 2 6 3 8 14 33 6.6 10% 26% 8% 29% 31% 21%

合計 2,160 2,115 2,374 2,605 2,761 12,015 2,403.0 339 401 464 592 547 2,343 468.6 16% 19% 20% 23% 20% 20%

上位5位 ※

下位5位 ☆
凡例

5ヶ年
平均値

②／①①相談・通報件数 ②虐待判断事例件数

障害福祉施設従事者等による障害者虐待における
「相談通報件数（表24）」と「虐待判断事例件数（表32）」の経年比較

※参照「令和元年度 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果報告書」p.32
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養護者による障害者虐待における
「相談通報件数」と「事実確認調査を行った事例件数」の経年比較

データ ①：都道府県別にみた養護者による障害者虐待の相談・通報件数（表1）

②：【事実確認の実施状況】事実確認調査を行った事例（表3）

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01

北海道 356 328 281 296 349 1,610 322.0 320 282 240 272 311 1,425 285.0 90% 86% 85% 92% 89% 89%

青森県 45 29 45 45 27 191 38.2 44 23 33 36 21 157 31.4 98% 79% 73% 80% 78% 82%

岩手県 23 15 16 10 21 85 17.0 23 12 14 9 15 73 14.6 100% 80% 88% 90% 71% 86%

宮城県 70 54 46 90 110 370 74.0 59 48 42 85 91 325 65.0 84% 89% 91% 94% 83% 88%

秋田県 17 20 17 33 21 108 21.6 18 18 13 23 14 86 17.2 106% 90% 76% 70% 67% 80%

山形県 26 26 22 34 21 129 25.8 25 24 21 28 19 117 23.4 96% 92% 95% 82% 90% 91%

福島県 36 64 69 38 59 266 53.2 36 59 67 38 58 258 51.6 100% 92% 97% 100% 98% 97%

茨城県 50 60 53 60 68 291 58.2 46 50 37 44 44 221 44.2 92% 83% 70% 73% 65% 76% ☆

栃木県 24 25 34 26 36 145 29.0 23 25 34 25 35 142 28.4 96% 100% 100% 96% 97% 98% ※

群馬県 57 44 54 65 47 267 53.4 48 37 38 49 37 209 41.8 84% 84% 70% 75% 79% 78% ☆

埼玉県 186 187 179 240 265 1,057 211.4 188 182 172 218 224 984 196.8 101% 97% 96% 91% 85% 93%

千葉県 197 220 282 273 288 1,260 252.0 173 190 230 231 242 1,066 213.2 88% 86% 82% 85% 84% 85%

東京都 291 308 346 347 349 1,641 328.2 255 261 298 288 286 1,388 277.6 88% 85% 86% 83% 82% 85%

神奈川県 182 196 165 175 221 939 187.8 152 173 158 175 204 862 172.4 84% 88% 96% 100% 92% 92%

新潟県 83 74 100 122 143 522 104.4 75 72 95 118 123 483 96.6 90% 97% 95% 97% 86% 93%

富山県 29 37 36 34 52 188 37.6 24 29 27 22 42 144 28.8 83% 78% 75% 65% 81% 77% ☆

石川県 43 50 41 40 59 233 46.6 42 46 40 38 57 223 44.6 98% 92% 98% 95% 97% 96%

福井県 25 28 25 34 54 166 33.2 23 26 26 34 53 162 32.4 92% 93% 104% 100% 98% 98% ※

山梨県 34 22 19 22 32 129 25.8 30 20 18 12 24 104 20.8 88% 91% 95% 55% 75% 81%

長野県 56 72 79 90 94 391 78.2 53 64 73 72 88 350 70.0 95% 89% 92% 80% 94% 90%

岐阜県 34 27 29 38 60 188 37.6 30 27 23 36 53 169 33.8 88% 100% 79% 95% 88% 90%

静岡県 79 91 93 107 129 499 99.8 75 83 83 98 120 459 91.8 95% 91% 89% 92% 93% 92%

愛知県 250 303 339 414 452 1,758 351.6 221 276 310 358 391 1,556 311.2 88% 91% 91% 86% 87% 89%

三重県 74 57 53 63 58 305 61.0 46 57 52 63 50 268 53.6 62% 100% 98% 100% 86% 88%

滋賀県 109 124 146 132 153 664 132.8 86 119 138 145 123 611 122.2 79% 96% 95% 110% 80% 92%

京都府 43 53 61 67 82 306 61.2 42 52 57 61 80 292 58.4 98% 98% 93% 91% 98% 95%

大阪府 865 908 1,009 1,209 1,241 5,232 1,046.4 718 623 695 1,033 1,102 4,171 834.2 83% 69% 69% 85% 89% 80%

兵庫県 197 185 175 233 244 1,034 206.8 141 148 147 210 198 844 168.8 72% 80% 84% 90% 81% 82%

奈良県 29 45 33 35 39 181 36.2 27 39 30 31 35 162 32.4 93% 87% 91% 89% 90% 90%

和歌山県 18 28 31 32 31 140 28.0 13 23 25 29 29 119 23.8 72% 82% 81% 91% 94% 85%

鳥取県 20 22 21 32 30 125 25.0 18 20 19 30 29 116 23.2 90% 91% 90% 94% 97% 93%

島根県 32 26 34 34 25 151 30.2 33 21 29 29 24 136 27.2 103% 81% 85% 85% 96% 90%

岡山県 64 56 47 61 82 310 62.0 48 39 45 39 90 261 52.2 75% 70% 96% 64% 110% 84%

広島県 104 94 94 95 123 510 102.0 85 78 75 86 101 425 85.0 82% 83% 80% 91% 82% 83%

山口県 54 60 31 51 23 219 43.8 50 51 33 45 27 206 41.2 93% 85% 106% 88% 117% 94%

徳島県 36 33 8 20 12 109 21.8 24 26 8 17 11 86 17.2 67% 79% 100% 85% 92% 79%

香川県 35 45 65 79 48 272 54.4 29 38 58 66 46 237 47.4 83% 84% 89% 84% 96% 87%

愛媛県 56 62 46 49 32 245 49.0 54 50 40 43 26 213 42.6 96% 81% 87% 88% 81% 87%

高知県 34 30 22 21 26 133 26.6 28 25 21 19 15 108 21.6 82% 83% 95% 90% 58% 81%

福岡県 164 198 130 156 169 817 163.4 135 136 114 144 151 680 136.0 82% 69% 88% 92% 89% 83%

佐賀県 27 41 21 52 21 162 32.4 25 43 21 50 20 159 31.8 93% 105% 100% 96% 95% 98% ※

長崎県 33 35 28 35 50 181 36.2 43 36 26 29 57 191 38.2 130% 103% 93% 83% 114% 106% ※

熊本県 53 56 53 35 60 257 51.4 38 43 38 25 42 186 37.2 72% 77% 72% 71% 70% 72% ☆

大分県 44 34 31 45 48 202 40.4 25 14 13 13 19 84 16.8 57% 41% 42% 29% 40% 42% ☆

宮崎県 47 43 35 63 38 226 45.2 50 43 36 56 35 220 44.0 106% 100% 103% 89% 92% 97% ※

鹿児島県 37 21 31 18 43 150 30.0 34 21 29 20 37 141 28.2 92% 100% 94% 111% 86% 94%

沖縄県 82 70 74 81 123 430 86.0 68 76 69 75 103 391 78.2 83% 109% 93% 93% 84% 91%

合計 4,450 4,606 4,649 5,331 5,758 24,794 4,958.8 3,843 3,848 3,910 4,667 5,002 21,270 4,254.0 86% 84% 84% 88% 87% 86%

上位5位 ※

下位5位 ☆

①相談・通報件数 ②事実確認調査件数 ②／①

5ヶ年
平均値

凡例

※事実確認調査を行った事例件数には、前年度に相談通報を受付け、調査を繰越していた件数も含まれるため、
100％を超える場合がある。

※参照「令和元年度 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果報告書」p.34
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障害福祉施設従事者等による障害者虐待における
「相談通報件数」と「事実確認調査を行った事例件数」の経年比較

※事実確認調査を行った事例件数には、県から市町村に連絡された件数や前年度に相談通報を受付け、調査を繰越して
いた件数も含まれるため、100％を超える場合がある。
※①相談通報件数は「市町村」が受付けた件数と「都道府県」が受付けた件数の合計値である。他方、②は「市町村が事
実確認調査を行った」件数であり、都道府県が受け付けて「都道府県が事実確認調査を行った」件数は含まれていない
ため、割 合に関しては留意する必要がある。（p.14も同様）
※参照「令和元年度 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果報告書」p.41

データ ①：都道府県別にみた障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の相談・通報件数（表24）

②：【市区町村における事実確認の状況】事実確認調査を行った事例（表26）

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01
5ヶ年
合計

5ヶ年
平均値

H27 H28 H29 H30 R01

北海道 121 122 128 111 119 601 120.2 92 112 98 105 118 525 105.0 76% 92% 77% 95% 99% 87%

青森県 25 28 24 26 22 125 25.0 19 20 13 24 25 101 20.2 76% 71% 54% 92% 114% 81%

岩手県 17 10 8 10 7 52 10.4 12 5 7 8 5 37 7.4 71% 50% 88% 80% 71% 71%

宮城県 33 23 26 27 70 179 35.8 24 19 21 12 32 108 21.6 73% 83% 81% 44% 46% 60% ☆

秋田県 13 8 4 6 22 53 10.6 13 7 3 3 24 50 10.0 100% 88% 75% 50% 109% 94%

山形県 12 11 7 7 14 51 10.2 9 5 5 7 12 38 7.6 75% 45% 71% 100% 86% 75%

福島県 17 17 15 14 17 80 16.0 13 13 14 14 17 71 14.2 76% 76% 93% 100% 100% 89%

茨城県 24 21 34 22 26 127 25.4 17 13 16 17 19 82 16.4 71% 62% 47% 77% 73% 65%

栃木県 21 24 21 20 38 124 24.8 20 22 15 17 33 107 21.4 95% 92% 71% 85% 87% 86%

群馬県 45 26 42 49 57 219 43.8 42 23 34 45 48 192 38.4 93% 88% 81% 92% 84% 88%

埼玉県 47 100 127 129 118 521 104.2 52 94 113 124 109 492 98.4 111% 94% 89% 96% 92% 94%

千葉県 83 132 159 161 152 687 137.4 60 105 125 161 121 572 114.4 72% 80% 79% 100% 80% 83%

東京都 221 170 227 271 276 1,165 233.0 194 134 190 223 252 993 198.6 88% 79% 84% 82% 91% 85%

神奈川県 158 103 113 121 133 628 125.6 106 90 93 110 124 523 104.6 67% 87% 82% 91% 93% 83%

新潟県 15 17 16 22 33 103 20.6 12 19 14 16 47 108 21.6 80% 112% 88% 73% 142% 105% ※

富山県 5 12 18 24 16 75 15.0 5 9 12 18 11 55 11.0 100% 75% 67% 75% 69% 73%

石川県 36 21 39 25 31 152 30.4 35 22 35 22 38 152 30.4 97% 105% 90% 88% 123% 100% ※

福井県 24 25 21 22 24 116 23.2 22 22 20 22 23 109 21.8 92% 88% 95% 100% 96% 94%

山梨県 23 22 12 17 20 94 18.8 13 15 9 13 15 65 13.0 57% 68% 75% 76% 75% 69%

長野県 32 54 61 59 65 271 54.2 30 42 67 49 47 235 47.0 94% 78% 110% 83% 72% 87%

岐阜県 24 28 33 42 35 162 32.4 17 17 19 26 22 101 20.2 71% 61% 58% 62% 63% 62% ☆

静岡県 27 44 39 46 59 215 43.0 22 39 38 40 36 175 35.0 81% 89% 97% 87% 61% 81%

愛知県 99 105 107 157 153 621 124.2 90 100 95 137 151 573 114.6 91% 95% 89% 87% 99% 92%

三重県 44 40 41 79 70 274 54.8 39 35 37 79 63 253 50.6 89% 88% 90% 100% 90% 92%

滋賀県 69 49 46 59 83 306 61.2 58 41 49 61 53 262 52.4 84% 84% 107% 103% 64% 86%

京都府 34 41 61 61 34 231 46.2 29 41 53 68 37 228 45.6 85% 100% 87% 111% 109% 99% ※

大阪府 221 240 267 274 309 1,311 262.2 207 233 223 239 314 1,216 243.2 94% 97% 84% 87% 102% 93%

兵庫県 101 104 113 133 121 572 114.4 62 65 82 111 119 439 87.8 61% 63% 73% 83% 98% 77%

奈良県 21 26 22 34 39 142 28.4 15 16 21 32 33 117 23.4 71% 62% 95% 94% 85% 82%

和歌山県 19 12 6 15 12 64 12.8 21 11 3 10 9 54 10.8 111% 92% 50% 67% 75% 84%

鳥取県 26 18 23 18 32 117 23.4 22 15 21 9 19 86 17.2 85% 83% 91% 50% 59% 74%

島根県 23 8 14 18 18 81 16.2 21 11 15 15 17 79 15.8 91% 138% 107% 83% 94% 98% ※

岡山県 34 28 26 34 30 152 30.4 27 26 23 24 21 121 24.2 79% 93% 88% 71% 70% 80%

広島県 51 50 34 36 39 210 42.0 29 36 27 29 27 148 29.6 57% 72% 79% 81% 69% 70%

山口県 28 33 37 37 27 162 32.4 23 31 39 34 29 156 31.2 82% 94% 105% 92% 107% 96% ※

徳島県 13 12 21 8 15 69 13.8 12 10 20 6 11 59 11.8 92% 83% 95% 75% 73% 86%

香川県 9 19 34 37 46 145 29.0 7 13 30 33 43 126 25.2 78% 68% 88% 89% 93% 87%

愛媛県 15 9 20 16 16 76 15.2 14 5 20 16 16 71 14.2 93% 56% 100% 100% 100% 93%

高知県 20 33 18 24 10 105 21.0 19 28 17 20 5 89 17.8 95% 85% 94% 83% 50% 85%

福岡県 90 78 102 79 98 447 89.4 44 54 58 70 66 292 58.4 49% 69% 57% 89% 67% 65%

佐賀県 26 17 17 21 18 99 19.8 8 2 9 7 5 31 6.2 31% 12% 53% 33% 28% 31% ☆

長崎県 36 29 36 48 45 194 38.8 16 19 27 35 35 132 26.4 44% 66% 75% 73% 78% 68%

熊本県 39 27 41 48 39 194 38.8 28 9 32 29 24 122 24.4 72% 33% 78% 60% 62% 63% ☆

大分県 40 39 26 38 27 170 34.0 27 17 10 26 18 98 19.6 68% 44% 38% 68% 67% 58% ☆

宮崎県 26 23 25 41 50 165 33.0 25 21 23 31 49 149 29.8 96% 91% 92% 76% 98% 90%

鹿児島県 32 34 26 31 31 154 30.8 26 32 26 25 25 134 26.8 81% 94% 100% 81% 81% 87%

沖縄県 21 23 37 28 45 154 30.8 14 24 31 22 38 129 25.8 67% 104% 84% 79% 84% 84%

合計 2,160 2,115 2,374 2,605 2,761 12,015 2,403.0 1,712 1,742 1,952 2,244 2,405 10,055 2,011.0 79% 82% 82% 86% 87% 84%

上位5位 ※

下位5位 ☆
凡例

①相談・通報件数 ②事実確認調査件数 ②／①

5ヶ年

平均値
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障害者虐待防止対策関係予算

１．事業目的
障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の

協力体制の整備や支援体制の強化を図る。

２．事業内容
以下のような取組について、地域の実情に応じて都道府県・市町村の判断により実施する。
① 虐待時の対応のための体制整備
例：専門職員の確保、社会福祉士と弁護士による虐待対応専門職チームの活用の促進（専門性の強化）、虐待を受

けた障害者の居宅訪問等、死亡等の重篤事案についての検証

② 連携協力体制の整備
例：地域における関係機関等の協力体制の整備・充実

③ 障害者虐待防止・権利擁護に関する研修の実施
例：障害福祉サービス事業所等の従事者や管理者、相談窓口職員に対する障害者虐待防止に関する研修の実施、
学校、保育所等、医療機関、放課後児童クラブ等の関係者に対する研修の実施（受講対象を拡大）

④ 普及啓発
例：障害者虐待防止法における障害者虐待の通報義務等の広報その他の啓発活動の実施

３．実施主体 都道府県及び市町村

４．負 担 率 市町村実施事業：負担割合 国１／２、都道府県１／４ 都道府県実施事業：負担割合 国１／２

○ 障害者虐待防止対策支援事業（地域生活支援促進事業）

１．事業内容
① 障害者の虐待防止や権利擁護に関して、各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修の実施
② 虐待事案の未然防止のための調査研究・事例分析

２．実施主体 国（民間団体へ委託予定）

○ 障害者虐待防止・権利擁護事業費 令和４年度予算案：11,794千円（①3,434千円、②8,360千円）

令和４年度予算案：6.2億円

関連資料５
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